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株式会社システムズ「北能代風力発電事業に係る環境影響評価準備

書」に対する勧告について

平成２４年７月３０日付けで風力発電事業に係る環境影響評価実施要綱（平成２

４・０５・２９資庁第２号。以下「要綱」という。）第七の３の二の（４）の規定に

基づき、要綱第三の３、４及び５の手続きを経た準備書とみなす書類として経済産

業省に対し届出があった北能代風力発電事業に係る環境影響評価準備書（以下「準

備書」という。）については、要綱第三の７の規定により関係都道府県知事及び関係

市町村長が経済産業省に対して書面により意見を述べており、当該意見を記載した

書面は、環境影響評価法（以下「アセス法」という。）第５３条第２項及び平成２４

年経済産業省告示第２２２号第２条第６号の規定によりアセス法第５３条第１項第

６号に掲げる書類とみなされるため、電気事業法第４６条の１４第１項の規定によ

り審査した結果、環境影響評価について下記のとおり勧告する。

記

届出のあった準備書を基に事業特性及び地域特性の把握を行った上で秋田県知事

の意見を勘案し、アセス法第８条第１項の規定により述べられた意見の概要及び当

該意見についての事業者の見解に配意するとともに、環境大臣の意見を聴き審査し

た結果、環境の保全についての適正な配慮がなされることを確保するため、平成２



４年９月２１日付２０１２０９２１資庁第９号及び別紙に示す事項を踏まえ、適切

に環境影響評価を実施されたい。



【別紙】

１．土地の改変区域（工事区域、アクセス道路、樹木の伐採範囲等）が不明なため、

土地の掘削や盛土、アクセス道路の設置、樹木の伐採等の土地の改変がどこで行

われ、どのように修復するのかが分かる図面を添付すること。

２．風力発電所の配置（風車、建屋等含む）が不明なため、工事の仕上がり等、全

体像が分かる図面を添付すること。

３．温室効果ガスの削減効果が不明なため、風力発電の設備利用率を含め、当該発

電所を設置することによる温室効果ガスの削減効果を定量的に示すこと。

４．工事車両の搬送ルート、工事による大気質への影響や住民に対する配慮につい

ての記載がないため、工事に伴う大気質への影響及び騒音振動予測を記載するこ

と。

５．低周波音に係る記述がないため、「低周波音の測定に関するマニュアル」に基づ

き評価を行うとともに、Ｇ特性だけでなく、周波数特性を示すこと。

６．水の濁り（濁水対策）に係る記述がないため、河川、湖沼等の類型指定の状況、

沈砂地等の処理能力や処理方法を具体的に示すこと。

７．動植物相、生態系に係る定量的な評価がないため、何を指標（注目種）にして

どのような調査を行うのか具体的に記載すること。

８．居住地等生活環境からの景観、人と自然との触れ合いの場、緑化、修景に係る

記述がないため、これらを記載すること。

９．廃棄物や残土に係る記述がないため、これらを記載すること。

１０. ｗｉｎｄ ｔｕｒｂｉｎｅ ｎｏｉｓｅに卓越した純音成分（約１００ヘルツ

～２００ヘルツ範囲）及びｓｗｉｓｈ音の程度について記載すること。

１１．おおむねの事業対象区域は図示されているが、現存植生図だけでは現状との

照合が難しいため、現状が確認できる至近の航空写真、図面等を添付すること。

１２．生活環境からみた景観についても、目立たないように風景の中に溶け込むよ

う配慮すること。



１３．公園などの特定の場所のみならず日常的に市民が利用する場所、季節により

市民が利用する場所などを対象にした評価を行うこと。

１４．道路及び送電線埋設工事の内容によっては重要種対策や生態系の分断等の可

能性について検討すること。

１５．生態系については項目に選定されていないため、注目種の選定、手法を検討

した上で必要に応じて追加調査を行うなど概況の把握と影響の評価を行うこと。


